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1.　はじめに
　本稿では、日本に暮らす子どもたちの生活や成長、あるいは子育てに適した都道府県を
明らかにすることを目的としている。都道府県という細かい分類の中であっても、それぞ
れの地域には固有の文化が確かに存在している。簡潔に述べれば、経済に力を入れている
ところもあれば、自然保護に力を入れているところもあり、そのような異文化を量的に捉
えることによって、それぞれの都道府県を比較していく。
　近年、「小 1プロブレム」や学級崩壊、いじめといった学校内における問題や、全国的
にも大きな話題となった佐世保の児童殺人事件など、子どもが巻き込まれるさまざまな事
件が各地で頻発している。そのような事件が起こる背景には、文化や環境の変化による複
雑な要因が挙げられるだろう。経済が以前に比べ発展してきたことにより、共働き世帯が
増加し、親と触れ合う時間が減少してしまった。また、大人数で暮らす家庭が減少し、核
家族化が一般的となることで、祖父母と共に過ごし育てられることによって得られる貴重
な経験を得ることがなくなった。そして、都市化が進むことにより地域社会や自然と触れ
合う機会が少なくなり、人との繋がり、自然や生き物の大切さを実感することが少なくな
った。また、メディアに触れる機会が増加し、その発達段階に適していない情報を容易に
得ることができるようになってしまった。ここまで挙げてきた以外にも、現代社会におい
て子どもにとって問題といえる要素は多く、そして複雑になっていることであろう。
　このような文化や環境の変化からもたらされる問題について佐藤（2002）は、「かつて子
育ては地域社会の共同事業であり、生活や生産の諸組織が子どもの自立を支援するシステ
ムとして作用していた。地縁的な異年齢集団や農作業の手伝い、行事や自然の中での遊び
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を通じて、子どもたちは生活能力や社会性を身に着け、一人前になる見通しを獲得したの
である。こうした地域共同体の教育力に支えられた子どもたちの自立の過程は、近代化、
都市化、核家族化の家庭で次第にやせ細り、それとともに子育てが地域から断絶した家庭
の中での孤立した営みに変容していった」（佐藤，2002，iv頁）と述べている。
　また、子どもを取り囲む環境の重要性については、浜田（2005）が言及している、長崎
佐世保小学生殺人事件の加害女児の状況について考えてみるとよくわかる。当時、女児は
小学校で活動していたミニバスケットボールのチームに所属しており、友人と一緒になっ
て楽しみ、外に向けてエネルギーを発散できる状況にあった。しかし、厳しい両親であっ
たために、進級した際に担任が変わり、成績が低下したことによってミニバスチームを辞
めさせられることとなる。女児の自宅は佐世保市内から遠く、近所に歩いて遊びに行ける
ような友達がいなかった。そのため、ミニバスチームを辞めてからの女児は時間を持て余
すようになると同時に、自分の居場所を失い、孤独となることで大きくその人間性を変化
させていくこととなる。そこで例えば、もしチームを辞めさせられたとしても、そこが子
どもの多い地域で、近所に気軽に友人がいたらどうであっただろうか。あるいは、学校数
が多く、自宅からそれほど遠くなかったらどうであっただろうか。
　加えて、環境の一つの要素として、子供にとっての地域社会を、田結庄（1995）が次の
ように述べている。すなわち、「子どもにとって地域社会は所与の自然のようである。地
域社会は、そこに生まれた子どもの生活を、ちょうど気候・風土がそうであるように、規
定する。また、地域社会は、子どもの遊び方も学び方も制約する」と同時に、「子どもに
とって地域社会は将来の目標が育つところ」（田結庄，1995，22頁）なのである。このよう
に、子どもにとって環境というものがいかに重要か示されているといえよう。
　これらを踏まえて、子どもが健全に成長し、かつ安全に生活していくことができる、あ
るいは子育てという側面からも、この日本を都道府県単位で分けたとき、どこが最も適し
た環境にあたるかと考えた。本稿では、子どもにどれだけ適した環境であるかどうかを、
「子ども環境偏差値」として実証分析によって算出することで示していく。そして、その
子ども環境偏差値によって都道府県ごとの順位付けを行う。
　日本においては、全国学力テストという形で、都道府県ごとに子どもの学習到達度に関
する調査がなされている。そこで、本稿で分析された子ども環境偏差値とその結果には何
らかの関連があるかどうか、またどのように関連しているかについても示すこととする。
学習到達度に関しては、長時間の勉強や塾通いをさせることによって高まるというのが一
般的な考え方であろう。だが、そのようにただ厳しく勉強させること以外にも、実際は子
どもの学力を伸ばす方法や要素というものがあるのではないか。つまり、環境によって違
いが出るのではないかという点についても考えていくこととする。
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2.　分析 
　（1）　データについて
　本稿で扱うデータは、それぞれの都道府県の各種データについては、『統計でみる都道
府県のすがた 2009』『統計でみる都道府県のすがた 2008』を参照している。加えて、子ど
もの学習到達度に関するデータは、『平成 20年度全国学力・学習状況調査』を参照してい
る。共に執筆時における最新のデータである。
　まず、子ども環境偏差値については、『統計でみる都道府県のすがた』で扱われている
人口・世帯、自然環境などといった 12のカテゴリーの中から、子どもに関わると考えら
れるデータを用い、これらを選んだ基準としては次の 3つを挙げる。
　①　子どもが生活する上で必要なものか、好ましいものかどうか。
　 　例えば、年少人口の割合が高ければ友人を作りやすく、学校数が多ければ自宅から
近い位置に学校があるため、安全性が高まり、友人宅との距離が近くなるため友人と
遊ぶ機会を作りやすい。安全面がしっかりしていることで子どもは安心感をもって生
活することができるだろう。
　②　子育てを行う上で必要なものか、好ましいものかどうか。
　 　例えば、失業率が高いというのは生活が破綻する可能性にも繋がり、子どもが日常
生活において不安を感じてしまう要素の一つといえる。また、一人当たりの所得が低
いということも、子どもに十分に経済的支援ができないことや不安感に繋がる。
　③　子どもがよく成長していると思われる、示されるデータかどうか。
　 　例えば、平均身長の高さは子どもの身体的な成長具合を表しており、そこには遺伝
的な要因もあるが、普段からの食生活などの生活習慣が良いことを示しているともい
えるだろう。また、中学校卒業者の進学率の高さについても、子どもの学習意欲の高
さや学習に臨みやすい環境があると考えられる。
　特に①と②のデータについては「人との繋がり」という点に注意して選んだ。『国民生
活白書　平成 19年度版』によると、近年では人との繋がりを大切にし、物の豊かさより
も心の豊かさを国民が必要とするようになってきていることからも、この点の重要性がよ
くわかる。繋がりには家族、友人、地域など様々なものがあり、その頻度が多ければ多い
ほどその繋がりが強くなると考えられる。大人に対するデータではあるが、人との繋がり
と精神的な安らぎとの関係を分析したところ、繋がりが強いほど精神的な安らぎを得られ
るといった結果も出ている。子どもに関して、この「繋がり」という側面は現在危惧され
ているものであり、住田（2001）によると、現代の子どもの親は、子どもとの親和的・友
愛的な関係を維持しようとして過保護的、溺愛的になり、子どもの欲しがるものを買い与
える。それによって子どもは自身の私的空間、すなわち個室に私的な所有物が増え、「生
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活の個人化」、「私生活化」が進むこととなるのである。それによって、「子ども社会が私
生活化して子どもが自分だけの私生活を優先し重視して私生活に埋没していくということ
は、逆にそれだけ他者との人間関係、殊に子どもの場合は友人・仲間との関係が希薄化し
ていく」（住田，2001，80頁）のである。前章で述べたように、周囲との繋がり不足が子ど
もに関する問題や事件の一因となっていることからも、特にこの点は重要であろう。
　具体的に扱ったデータは以下の通りである。
A　人口・世帯
　年少人口割合（15歳未満）、一般世帯の平均人員、65歳以上の親族のいる世帯割
合、共働き世帯割合、離婚率
B　自然環境
　森林面積割合、自然公園面積割合
C　経済基盤
　一人当たり所得
D　行政基盤
　児童福祉費（17歳以下人口 1人当たり）、教育費（人口 1人当たり）、公立小学校
費（児童 1人当たり）、公立中学校費（生徒 1人当たり）、幼稚園費（児童 1人当た
り）
E　教育 1）
　小学校数（6～ 11歳人口 10万人当たり）、中学校数（12～ 14歳人口 10万人当た
り）、幼稚園数（3～ 5歳人口 10万人当たり）、保育所数（0～ 5歳人口 10万人当た
り）、公立小学校校地面積（児童 1人当たり）、公立中学校校地面積（生徒 1人当た
り）、公立小学校屋外運動場面積（児童 1人当たり）、公立中学校屋外運動場面積（生
徒 1人当たり）、公立小学校屋内運動場設置率、公立中学校屋内運動場設置率、公立
小学校プール設置率、公立中学校プール設置率、小学校児童数（教員 1人当たり）、
中学校生徒数（教員 1人当たり）、幼稚園在園者数（教員 1人当たり）、保育所在所児
数（保育士 1人当たり）、不登校による小学校長期欠席児童比率（児童 1000人当た
り）、不登校による中学校長期欠席生徒比率（生徒 1000人当たり）、中学校卒業者進
学率
F　労働
　完全失業率（完全失業者数／労働力人口）、月間実労働時間数（男性）、月間実労働
時間数（女性）
G　文化・スポーツ
　公民館数（人口 100万人当たり）、図書館数（人口 100万人当たり）、博物館数（人
口 100万人当たり）、青少年教育施設数（人口 100万人当たり）、社会体育施設数（人
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口 100万人当たり）、多目的運動広場数（人口 100万人当たり）、青少年学級・講座数
（人口 100万人当たり）
H　居住
　なし
I　健康・医療
　平均身長（中学 2年・男）、平均身長（中学 2年・女）、一般病院数（可住地面積
100km2当たり）、一般診療所数（可住地面積 100km2当たり）
J　福祉・社会保障
　児童福祉施設数（人口 10万人当たり）、民生委員（児童委員）数（人口 10万人当
たり）
K　安全
　消防署数（可住地面積 100km2当たり）、火災出火件数（人口 10万人当たり）、横
断歩道数（道路実延長 1000km当たり）、信号機設置数（道路実延長 1000km当た
り）、交通事故発生件数（道路実延長 1000km当たり）、警察署・交番その他の派出
所・駐在所数（可住地面積 100km2当たり）、警察官数（人口 1000人当たり）、公害
苦情件数（人口 10万人当たり）、ばい煙発生施設数、一般粉じん発生施設数
L　家計
　なし
　（2）　分析方法について
　分析方法については、前節で選んだ一つ一つのデータを都道府県ごとで偏差値に直し、
それらを平均した数値を子ども環境偏差値として比較し、最終的に順位付けを行う。ま
た、この分析では各項目のウエイトを同じにして扱っている。
　さらに、子ども環境偏差値が子どもの学習到達度の結果に対して、実際に影響を与えて
いるのか、影響があったとしてどのような影響をどの程度与えているかということを単回
帰分析によって示す。数式については以下の通りである。
Y（全国学力テスト結果、小学校・中学校の平均値 or中学校）＝
α0＋b×X1（都道府県ごとの子ども環境偏差値）　　　　　　 
　被説明変数は、平成 20年度全国学力テストの都道府県ごとの小学校と中学校における
結果の平均値、中学校のみの値である。子ども環境偏差値の要素には小学校、中学校に関
するデータが含まれているため、小学校単体の学力テスト結果については被説明変数には
含めないこととした。説明変数については前述の子ども環境偏差値である。子ども環境偏
差値は子どもの生活や成長、あるいは子育てを行うのに適していると考えられる要素だけ
44
を集めているため、現段階では学力テストの結果に実際に影響を与えているかどうかはわ
からない。しかし、人との繋がりや自然環境などを中心に分析した子ども環境偏差値が学
力テストの結果にプラスの影響を与えていれば、学習到達度は勉強によって高まるだけで
はないという、新たな発見に繋がるといえるだろう。
　学力テスト結果と子ども環境偏差値の記述統計量については表 1の通りである。
3.　結果
　都道府県ごとの子ども環境偏差値に関する順位、または学力テストの順位、そして学力
テストと子ども環境偏差値の単回帰分析の結果については、以下の表 2から 6の通りであ
る。
　まず、全体の結果について見てみると、子ども環境偏差値と学力テスト結果の 1位がす
べて秋田県という結果になった。
　次に、子ども環境偏差値に関する順位について見てみると、地方と呼ばれる秋田県、島
根県、鳥取県、富山県などが上位を占める中、東京都が 3位に入っている。データを細か
く見ていくと、自然環境的な要素では偏差値が低いものの、福祉施設などのインフラの充
実がそれを大きくカバーする結果となっている。いわゆる都市と呼ばれるような地域は
25位の京都府まで見当たらず、地方における環境のよさが浮き彫りとなった。逆に下位
のほうを見てみると、福岡県、千葉県、静岡県、愛知県、埼玉県といった東京以外の比較
的都市化の進んだ地域が一貫して並んでいるのが興味深い。日本でも有数の大都市、横浜
市で有名な神奈川県も 41位とかなり順位が低い。唯一、下位の 40位台に見られる地方の
都道府県と言えば香川県くらいであろう。細かく見てみると、特に埼玉県は行政からの支
援に関する偏差値が総じて低く、それが大きく影響した結果となった。この分析において
は、自然環境的な要素ばかりではなく、行政からの支援やインフラの整備なども含めてい
ることから、このような結果になったといえる。
　視点を変えて地方のまとまりごとに見てみると、北海道は 26位、東北地方（青森県、
岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県）は 13.8位、関東地方（茨城県、栃木県、群
馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）は 35位、中部地方（新潟県、富山県、石川
県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、）は 19.1位、近畿地方（三重
表 1　記述統計量
平均値 標準偏差 最小値 最大値 中央値
学力テスト（小中平均） 0.69868 0.021919 0.6265 0.765 0.697
学力テスト（中学校） 0.74049 0.01924 0.678 0.786 0.736
子ども環境偏差値 50 2.43422 46.20757 56.09023 49.61507
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表 2　子ども環境偏差値ランキング
順位 県名 子ども環境偏差値 順位 県名 子ども環境偏差値
1 秋 田 県 56.090 25 京 都 府 49.469
2 島 根 県 55.100 26 北 海 道 49.466
3 東 京 都 54.560 27 滋 賀 県 49.268
4 鳥 取 県 54.185 28 大 阪 府 49.076
5 富 山 県 53.572 29 岐 阜 県 48.979
6 福 井 県 53.313 30 愛 媛 県 48.715
7 岩 手 県 53.080 31 和歌山県 48.650
8 石 川 県 52.497 32 兵 庫 県 48.453
9 山 形 県 52.381 33 宮 城 県 48.180
10 山 梨 県 52.352 34 群 馬 県 48.171
11 新 潟 県 51.922 35 三 重 県 48.026
12 長 野 県 51.838 36 岡 山 県 47.996
13 徳 島 県 51.409 37 茨 城 県 47.946
14 高 知 県 51.283 38 沖 縄 県 47.943
15 福 島 県 50.887 39 栃 木 県 47.678
16 熊 本 県 50.486 40 広 島 県 47.661
17 鹿児島県 50.385 41 神奈川県 47.473
18 青 森 県 50.371 42 香 川 県 47.317
19 奈 良 県 50.239 43 福 岡 県 47.204
20 宮 崎 県 50.162 44 千 葉 県 47.010
21 長 崎 県 50.037 45 静 岡 県 46.820
22 佐 賀 県 50.026 46 愛 知 県 46.744
23 山 口 県 49.757 47 埼 玉 県 46.208
24 大 分 県 49.615 　
表 3　学力テストランキング（小中平均）
順位 県名 子ども環境偏差値 順位 県名 子ども環境偏差値
1 秋 田 県 76.50％ 24 兵 庫 県 69.70％
2 福 井 県 74.45％ 26 徳 島 県 69.60％
3 富 山 県 73.40％ 26 鹿児島県 69.60％
4 青 森 県 73.05％ 28 愛 知 県 69.45％
5 山 形 県 72.40％ 29 愛 媛 県 69.40％
6 石 川 県 71.80％ 30 山 梨 県 69.30％
7 鳥 取 県 71.75％ 31 島 根 県 69.25％
8 香 川 県 71.45％ 32 神奈川県 69.15％
9 岩 手 県 71.05％ 33 佐 賀 県 69.10％
10 東 京 都 71.00％ 34 宮 城 県 69.00％
10 広 島 県 71.00％ 34 栃 木 県 69.00％
12 群 馬 県 70.95％ 36 山 口 県 68.75％
12 京 都 府 70.95％ 36 福 岡 県 68.75％
14 宮 崎 県 70.85％ 38 岡 山 県 68.35％
15 静 岡 県 70.50％ 39 和歌山県 68.10％
16 福 島 県 70.40％ 39 長 崎 県 68.10％
16 長 野 県 70.40％ 41 大 分 県 67.95％
16 奈 良 県 70.40％ 42 三 重 県 67.75％
19 岐 阜 県 70.35％ 43 高 知 県 67.55％
19 熊 本 県 70.35％ 44 滋 賀 県 67.40％
21 新 潟 県 70.30％ 45 北 海 道 66.60％
22 茨 城 県 69.95％ 45 大 阪 府 66.60％
23 千 葉 県 69.75％ 47 沖 縄 県 62.65％
24 埼 玉 県 69.70％ 　
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表 4　学力テストランキング（中学校）
順位 県名 子ども環境偏差値 順位 県名 子ども環境偏差値
1 秋 田 県 78.6％ 24 宮 城 県 73.8％
2 福 井 県 78.4％ 26 栃 木 県 73.7％
3 富 山 県 78.0％ 26 新 潟 県 73.6％
4 山 形 県 76.7％ 28 徳 島 県 73.6％
5 石 川 県 76.0％ 29 福 岡 県 73.6％
6 群 馬 県 75.7％ 30 長 崎 県 73.6％
7 岐 阜 県 75.7％ 31 東 京 都 73.5％
8 香 川 県 75.7％ 32 京 都 府 73.5％
9 鳥 取 県 75.5％ 33 大 分 県 73.4％
10 静 岡 県 75.4％ 34 兵 庫 県 73.3％
10 青 森 県 75.3％ 34 埼 玉 県 73.2％
12 島 根 県 75.3％ 36 神奈川県 73.2％
12 宮 崎 県 74.8％ 36 岡 山 県 73.2％
14 山 梨 県 74.7％ 38 鹿児島県 73.0％
15 奈 良 県 74.6％ 39 千 葉 県 72.8％
16 愛 知 県 74.5％ 39 佐 賀 県 72.8％
16 福 島 県 74.4％ 41 北 海 道 72.7％
16 岩 手 県 74.3％ 42 三 重 県 72.6％
19 長 野 県 74.3％ 43 滋 賀 県 72.5％
19 広 島 県 74.2％ 44 和歌山県 71.9％
21 山 口 県 74.1％ 45 大 阪 府 70.5％
22 愛 媛 県 74.1％ 45 高 知 県 70.1％
23 熊 本 県 74.1％ 47 沖 縄 県 67.8％
24 茨 城 県 74.0％
表 5　回帰分析結果（小中平均）
定数項 0.472 ＊＊＊
（2.22E─10）
子ども環境偏差値 ＋ 0.005 ＊＊＊
（3.19E─04）
補正 R2 0.236
サンプル数 47
（　）内は p-value。＊＊＊は 1％水準、＊＊は 5％水準、＊
は 10％水準で有意。
表 6　回帰分析結果（中学校）
定数項 0.561 ＊＊＊
（6.39E─14）
子ども環境偏差値 ＋ 0.004 ＊＊＊
（0.001362）
補正 R2 0.188
サンプル数 47
（　）内は p-value。＊＊＊は 1％水準、＊＊は 5％水準、＊
は 10％水準で有意。
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県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）は 28.1位、中国地方（鳥取
県、島根県、岡山県、広島県、山口県）は 21位、四国地方（徳島県、香川県、愛媛県、
高知県）24.8位、九州地方（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島
県、沖縄県）は 25.1位となり、東北地方の順位が比較的高く、関東地方は低めとなった。
さらに、東日本（北海道、東北、関東、中部地方）と西日本（近畿、中国、四国、九州地
方）についても比べてみると東日本が 22.9位、西日本が 25.1位となり、若干東日本地域
が優勢となった。
　そして、回帰分析の結果について見てみると、子ども環境偏差値の係数は 0.005、0.004
と小中学校の平均値、中学校の値に関してともに正の値を取り、なおかつ有意水準はどち
らも 1％で有意という結果となった。子どもを取り巻く環境から算出された子ども環境偏
差値が、このように学力テストの結果に対しても強い関連をもっているということが明ら
かとなった。すなわち、子どもにとって生活しやすい、好ましいとされる環境は、子ども
の健全な成長だけに留まらず、学習到達度を高めることにも自然と繋がってくるというこ
とがわかったのである。
4.　おわりに
　今回は、子どもの生活に適した都道府県を、子ども環境偏差値という評価値を用いて
様々な要素を絡めて順位付けを行った。それぞれの都道府県には地域による異文化が存在
するため、それぞれに異なる特色を持っていることから、分析の数値にもそれが表れ、都
市部や地方といった固まりになることなく順位が示された。それに加えて、子どもに適し
た環境と全国学力テストの結果の関連について分析することで、子ども環境偏差値が子ど
もの健全な成長という側面だけではなく、学習到達度に対しても好影響を与えているとい
うことが判明した。これによって、子どものことを考えて生活環境を選ぶ上での指標を示
すことができたと同時に、子どもの学習到達度を高めるためには、塾通いなどによって学
習を強制する以外にも方法があるということが示されたのである。
　ただし、今回の分析で扱った以外にも、子どもに正・負の影響を与えていると考えられ
る統計的なデータは無数にあると思われる。本稿では『統計でみる都道府県のすがた』と
いうデータのみを用いての分析であるため、この研究は発展していく余地が十分にあるだ
ろう。学習到達度の結果についても OECDの PISAなどを用いて分析すれば、また違っ
た結果が出ることも考えられる。
　ベネッセ・コーポレーションのチャイルド・リサーチ・ネット（CRN）は、「子どもは
未来である」と掲げていたが、筆者もまさにそのように考えている。子どもこそが、その
国はもちろんのこと、世界全体を含めたこれからの未来を創っていく存在なのであり、大
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人は子どもや教育に関する事件・問題が頻発するようになってきたことをもっと真剣に考
え、取り組んでいかなければならない。それは学術的な世界に身をおく者に限らず、それ
ぞれの家庭においてもそうである。例えば、共働きをして子どもの塾の費用や私立学校の
学費を稼ぐべきか、それとも親として子どもと接する時間を優先するべきなのか。子ども
の学習到達度がゆとり教育などの影響で低下していることが近年話題に上がっているが、
それに対して厳しく勉強を強制したり、高い学費を払って塾通いをさせたり、自宅から離
れた私立学校に通学させる以外にも方法がある、という本稿の分析結果が、親の役割を考
える上で役立つであろう。
　今回は外部的な環境という視点から子どもにアプローチしたが、子どもは自由かつエネ
ルギーに満ち溢れた存在である反面、非常に純粋かつ繊細な存在である。だからこそ今回
の視点に限らず、今後もより様々な視点から子どもの未来を守るという取り組みがなされ
ることに期待したい。
注
 1）　公立小学校校地面積（児童 1人当たり）、公立中学校校地面積（生徒 1人当たり）、公立小学校屋
外運動場面積（児童 1人当たり）、公立中学校屋外運動場面積（生徒 1人当たり）の青森に関するデ
ータが 2009年度版では欠けているため、2008年度版から参照した。
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